
【案件】庁舎機能再編検討基礎調査の中間報告について

出席者

委 員 副市長、市政統括監

担当部 みどりまちづくり部長、同副部長、同担当副部長、同営繕室長

事務局 市政統括政策推進室職員

確認事項

・再編の方向性について

・再編の時期について

結 論

・中間報告について、原案を了とする。

質疑・意見等

Ｑ：この中間報告で、今年度実施する本庁舎ＥＳＣＯ事業に影響はないのか。

Ａ：中間報告では、再編時期を１３年後の２０３４年としている。一方、本庁

舎ＥＳＣＯ事業で改修する空調設備等の減価償却期間も同じ１３年後に

満了のため、国補助金の返還リスクはなく予定どおり施工する。９月議会

に補正予算計上している市民会館会議棟の空調改修も同様に国補助金の

返還リスクはないため、施工への影響はない。

Ｑ：市役所別館は、施設更新の対象ではないのか。

Ａ：別館は、本館、市民会館と比べて築年数が約２０年短く、再編時期の 2034
年以降も当面は使用に十分耐えると考えられるため、施設更新の対象とは

していない。

Ｑ：今後のスケジュールは。

Ａ：今後、詳細な調査・検討を進め、年内に最終報告をまとめる予定。その結

果、予算が必要な項目があれば、令和４年度当初予算に計上する。

以上

政策調整会議概要（８月３１日開催分）

日 時 令和３年８月３１日（火曜日）１１時０0分～１１時３０分

場 所 市役所本館2階 会議室


